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中国トップニュース

中国中国・奇瑞汽車と提携奇瑞汽車と提携
エンジン供給で覚書－伊フィアットエンジン供給で覚書－伊フィアット

　【ジュネーブ３１日時事】イタリアの自動車大手フィアットは３１日、主力部門のフィアット・アウトが中国の自動
車メーカー奇瑞汽車（チェリー）との間で、エンジン供給に関する覚書に署名したと発表した。これにより、奇
瑞汽車は、中国の国内外でフィアットが生産する車両向けに排気量１６００ｃｃと１８００ｃｃのガソリンエンジ
ンを供給する。
　フィアットのマルキオーネ最高経営責任者（ＣＥＯ）は今回の提携に関し、「国際市場での競争力の強化に
つながる」と評価した。両社は年間１０万台以上のエンジン供給を見込んでいる。最終的な合意は年末までに
完了する見通し。

ハイテクなど貿易拡大を提案＝対ハイテクなど貿易拡大を提案＝対ＡＳＥＡＮＡＳＥＡＮ経済協力で－温首相経済協力で－温首相
　【南寧（中国広西チワン族自治区）３１日時事】中国の温家宝首相は３１日、当地で開催された中国・東南ア
ジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）ビジネス投資サミット開幕式で演説し、双方の経済・貿易協力の強化に向け、ハイ
テク、電機など高付加価値製品の輸出入拡大を通じた貿易規模の拡大など５点を提案した。
　２０１０年の中国・ＡＳＥＡＮの自由貿易協定（ＦＴＡ）完成については、「質の高いものにする」と強調した。
　中国とＡＳＥＡＮの貿易は昨年、１３００億ドルを突破するなど急増しているが、１０年には２０００億ドル
に引き上げる目標を設定。温首相は「ＡＳＥＡＮ諸国に市場を開放し、輸入を引き続き増やしたい」と述べた。
　温首相はこのほか、(1)ＡＳＥＡＮ諸国の対中投資拡大 (2)ＡＳＥＡＮ域内の人材育成や経済技術支援 (3)
メコン川流域やトンキン湾（中国名・北部湾）周辺などの地域開発協力の推進－を提案した。
　また、「中国のさらなる繁栄と開放は世界各国、特に周辺国の発展にチャンスを与える」と語った。

米議会委米議会委、対中提訴を要求＝不公正な貿易慣行などで対中提訴を要求＝不公正な貿易慣行などで
　【ワシントン３０日ロイターＥＳ＝時事】米上下両院合同の米中経済安全保障見直し諮問委員会は３０日、中
国の不公正な貿易や通貨の慣行について世界貿易機関（ＷＴＯ）に訴えるようブッシュ政権に圧力を強めるべ
きだとの報告書をまとめた。
　報告書はまた、急成長する中国の自動車部門が多くの米国の雇用を危機に陥れ、米製造業の基盤低下を通
じて国家の安全保障を損なう恐れがあると指摘。政府補助金や差別的関税、通貨の評価不足など不公正な
貿易慣行を通じて「向こう５－１０年で中国は米国への自動車輸出を開始する公算が大きい」としている。
　さらに「米自動車産業は不公正な価格の輸入品と競争するのは難しく、国内市場でシェアをさらに落とすだ
ろう」と指摘。「産業基盤の縮小に対して軍幹部は軍事能力の維持に懸念を強めている」と強調した。

中国シノペック中国シノペック、７、７－９月期は月期は５１５１％大幅増益％大幅増益
　【香港３１日ロイターＥＳ＝時事】中国石油精製大手の中国石油化工（シノペック）が３１日発表した７－９月
期決算は、純利益が前年同期比５１％大幅増の１３０億１０００万元（国際会計基準）となった。
　精製部門の赤字は１２５億８０００万元と、前年同期の６６億元からほぼ倍増した。原油相場が高水準とな
る中、中国政府が石油製品価格の値上げを抑制していることが背景。ただ、原油相場は下落しており、精製部
門の業績は１０－１２月期に改善されるとみられている。
　同社の最高財務責任者（ＣＦＯ）は電話会見で、「現在の原油相場の水準を踏まえれば、第４・四半期の収
益性は引き続き上向く見込みだ」と述べた。
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初のマネロン対策法成立＝汚職摘発の効果も期待初のマネロン対策法成立＝汚職摘発の効果も期待
　【北京３１日時事】北京で開かれていた中国の第１０期全国人民代表大会（全人代）常務委員会第２４回会
議は３１日、マネーロンダリング（資金洗浄）対策法などを採択し、閉幕した。資金洗浄を専門に取り締まる法
律の制定は中国で初めて。密輸や麻薬取引などのほか、収賄の摘発にも威力を発揮することが期待されてい
る。２００７年１月１日に施行する。
　同法に基づき、金融機関は疑わしい取引がないか常時チェックを義務付けられ、同法の規定に従わなかっ
た結果、資金洗浄が発生した場合は５０万元（約７５０万円）以上、５００万元（約７５００万円）以下の罰金
が科せられる。
　マネーロンダリング対策法は金融犯罪や暴力組織の活動、テロ資金の流れなどを抑止することが主目的だ
が、腐敗官僚が巨額わいろを海外に移転したり自身が逃亡したりするケースが増える中、資金洗浄監視を通じ
た汚職摘発の効果も大きいとされる。中国当局は資金洗浄防止で国際協力を強めたいとしている。

広州交易会第広州交易会第１期で期で２００２００社が権益侵害社が権益侵害
　２５日付の中国紙・中国知識産権報（０１面）によると、中国最大の輸出商品見本市「第１００回中国輸出商
品交易会」（広州交易会）の除兵副秘書長は、「第１期（１５－２０日）会期中に受理した権益侵害に関する苦
情は２１０件、関係企業は３６４社に上った」と語った。訴えられた企業数は前回と同水準。最終的に権益侵
害が認定された企業は前回より７．５％（１５社）増えて２１６社だった。（時事）
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上海・華東

安徽セメント安徽セメント、７、７－９月期は純利益月期は純利益３倍＝建材価格上昇で倍＝建材価格上昇で
　３１日付の香港英字紙サウス・チャイナ・モーニング・ポスト（Ｂ３面）によると、香港・上海両市場に上場す
る中国のセメント生産最大手、安徽海螺セメント（安徽省蕪湖市）が発表した７－９月期決算（中国会計基準）は、
純利益が前年同期比約３倍の３億３３８０万元だった。売上高は同４７％増の３９億３０００万元。国内の建設
ブームを背景とした建材価格上昇が収益を押し上げた。（時事）

中国の研究拠点をオープン＝独シーメンス中国の研究拠点をオープン＝独シーメンス
　【フランクフルト３０日時事】独総合電機大手シーメンスは３０日、中国における研究拠点「シーメンス・コー
ポレート・テクノロジー・チャイナ」を北京にオープンしたと発表した。
　同社は２０１０年までに約８０００万ユーロを北京と上海の拠点に投資する予定で、３００人の研究者が環
境、エネルギー、健康、オートメーション分野での新技術開発に従事する見込みとしている。既に研究者２００
人と契約を結んだという。
　同社のヘルマン・リクワルト取締役（テクノロジー担当）は、「新たな研究拠点の選択に際しては、顧客への
近さが決定的だったのみならず、生産拠点や名門大学への近さも考慮した」と指摘した。
　シーメンスの中国での従業員数は３万１０００人以上で、外国企業では最大。

聯強国際聯強国際、中国に追加投資＝台湾中国に追加投資＝台湾
　３１日付の台湾経済紙・工商時報（Ａ１２面）によると、家電やＩＴ（情報技術）関連の流通大手・聯強国際
は３０日、中国市場へ５００万米ドルの追加投資を行うと発表した。新たな流通センターの設立などに充てる
計画。
　同社は中国での市場拡大を積極的に進めており、これまでに１０億台湾ドルを投じている。既に運営してい
る上海流通センターのほか、北京と広州、成都にも同様のセンターを設ける予定で、今後２～３年以内にさらに
１５億台湾ドル以上を投資する計画だ。
　台湾市場の成熟化に伴い、聯強国際は域外市場の開拓に注力。中国以外にも中東や豪州、タイなどの市場
に進出している。（時事）

上海市当局上海市当局、社会保険基金の運用監督強化＝汚職事件受け社会保険基金の運用監督強化＝汚職事件受け
　３１日付の上海紙・労働報（２面）によると、上海市当局は３０日、市常務会議を開き、各種社会保険基金の
資金運用を規範化するための「上海市社会保険基金財務管理弁法」を審理、承認した。「安全運用」を最優先に、
運用への監督を強めるのが狙い。中国中央当局が調査を進める社会保険基金の不正利用事件の反省に立っ
た措置とみられる。
　この「弁法」の対象は養老、失業、医療、生育、工傷の５保険基金のほか、非中心部の企業に適用される小
城鎮保険基金と、農民工（出稼ぎ労働者）などが加入できる外来従業人員総合保険基金。このほか、農村養
老保険基金と障害者就業保障金も弁法に沿って運営されるという。（時事）

小規模企業への融資膨らむ＝不良債権比率は低下もなお小規模企業への融資膨らむ＝不良債権比率は低下もなお８％強－上海％強－上海
　３１日付の上海紙・解放日報（９面）によると、上海市では企業などへの融資残高が総じて減少する中、小
規模企業への貸し出しだけは伸びている。
　中国銀行業監督管理委員会傘下の上海監管局の統計では、２００６年９月末時点での中国資本銀行の小
規模企業向け融資残高は１８２４億６１００万元で、０５年末に比べ１９．１％増えた。これは総融資残高の伸
びを大きく上回っている。
　上海には約２万社の小規模企業がある。中国資本銀行の全融資残高に占める小規模企業向け融資の割合
は９月末で１１．９％。０５年末に比べ１．１ポイント上昇した。不良債権比率は８．２３％と他の融資項目より明
らかに高いものの、６月末に比べると０．８６ポイントダウンしたという。（時事）
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（13）　（13）　モバイルテレビ普及の課題モバイルテレビ普及の課題

　◇課金モデルを模索
　中国で展開されている主なモバイルテレビサービスとしては（１）テレビ番組のリアルタイム放送（２）
コンテンツのダウンロード放送－がある。サービスの課金モデルとしては（１）月額課金（２）月額課金と
従量制の混合タイプ－を志向している。
　ＧＰＲＳ方式を採用した上海モバイルは月課金３０元で提供している。
　ＤＭＢ方式の上海明珠集団は月課金３０－５０元と、パケット料金０．０１元／ＫＢで提供。また、コン
テンツによっては、０．５元・１元・２元／回と、３パターンに分けたリクエスト回数料金も提供している。
当然、各社ともに、無料利用期間などのプロモーションを行っている。

　◇日本と違う要因
　日本と同じく、中国でもモバイルテレビをめぐっては、放送事業者と通信事業者の間で主導権争いの
様相を呈している。中国では日本のように、キャリアーが携帯電話メーカーの端末をすべて仕入れして
販売しているわけではないので（どちらかというと欧米型の流通構造）、携帯電話メーカーと放送事業
者の連携は、比較的自由なようにも思える。しかし、キャリアーからメーカーへのインセンティブがない分、
テレビ受信端末の普及が進まなかったり、政府の政策の影響が大きかったりと、日本とは違う要因が普
及の課題になりそうだ。

　◇５つの課題
　日本のようにキャリアーに主導権がなく、推進主体がはっきりしていない中国。普及に向けては次のよ
うな課題がある。
　（１）技術標準が定まらない
　ＤＡＢ／ＤＭＢが先行しているが、他の方式も独自ルートで実験している。広電総局は今年デジタル放
送の技術標準を発表したが、携帯テレビサービスは対象外と説明、標準規定は不透明である。
　（２）放送事業者と通信業者の役割分担が明確でない
　携帯テレビサービスのライセンスは北京、上海、広東３カ所の放送機関しか発行していない。このサー
ビスの主導権は放送業界が握るようにみえる。しかし、放送業界の単独サービス提供は不可能。まだま
だせめぎ合いが続きそうである。
　（３）コンテンツ制作が遅れている
　現状、日本のように携帯テレビ専用コンテンツは少なく、既存テレビ番組の再送信がほとんど。やはり
携帯ならではの放送コンテンツとそれに付随するサービスが必要。
　（４）受信端末が障害になっている
　放送が受信できる端末は限られ、端末も高価。しかも、ノキア、サムソン、ＬＧなど外資系メーカーが
中心であり、ボリュームゾーンの中国系企業は追い付いていない。庶民化は少し先。
　（５）消費者のニーズ喚起が不十分
　ある調査によると１５．８６％のユーザーはこのサービスを希望しているが、市場のニーズは高くない。
機能主義の中国で、どれだけ流行にできるか。（野村綜研（上海）咨詢有限公司　主任コンサルタント
　吉永／総経理　中島）
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寧波の繊維輸出寧波の繊維輸出、０６、０６年１－９月は月は３５３５% 増＝輸出還付見直しで－浙江省%増＝輸出還付見直しで－浙江省
　中国のニュースサイト新華網が２５日、浙江省寧波市の税関当局の統計として伝えたところによる
と、２００６年１－９月に同税関を経由して輸出された繊維・アパレル製品は前年同期比３５．３% 増の
４４億９８００万米ドルとなった。９月単月では３９．０％増の５億８８００万ドル。繊維製品に関する輸出付加
価値税の還付率が９月１５日に１１％（従来１３％）に引き下げられるのを見越した駆け込み輸出が急拡大を後
押しした。
　貿易形態別では、一般輸出が３９億７９００万ドルで、加工輸出が５億１６００万ドル。主要輸出先をみると、
ＥＵが同３２．８% 増の６億８９００万ドルで、米国が同１９．１％増の４億２４００万ドル、ＵＡＥが同３７．４％
増の４億１９００万ドルとなっている。（時事）

中国航空工業第中国航空工業第１集団が上場方針＝集団が上場方針＝１０１０年には年には１５００１５００億元企業に億元企業に
　３１日付の中国紙・国際金融報（３面）によると、中国有数の航空機メーカーの中国航空工業第一集団公司
は株式の公開を目指している。同公司の林左鳴総経理が３０日明らかにした。詳しい上場形態は明らかにして
いないが、最終的には上場会社にほぼグループ全体の事業を組み入れる方針。また、２０１０年までに年間売
り上げ１５００億元規模に拡大することを目標に置いているという。
　同公司は企業の競争力を高める上で、規模の拡大のほか、商業機分野での成功による技術力向上などが不
可欠とみている。そのため、上場により資金を調達し、外国の資本や技術などを受け入れるという。（時事）

北九州経由の上海－東京便が利用お手軽に＝南方航空北九州経由の上海－東京便が利用お手軽に＝南方航空・スターフライヤースターフライヤー
　駐上海北九州市経済事務所は３１日、北九州空港で乗り継ぐ上海－東京間の国際・国内航空路線の利用
が便利になると発表した。上海の旅行代理店３社が、南方航空の上海－北九州線とスターフライヤー（本社北
九州市）の北九州－羽田線とを組み合わせた「ＱｕｉｃＫ（快客）ＬＩＮＥＲ」チケットを１１月１日から取り扱う。
同区間の乗り継ぎチケットの予約、購入が現在よりも簡単になる。往復運賃は通常期で３３００元、ピーク期
で３８００元。
　新チケットを扱うのは上海強生国際旅行社、上海中国青年旅行社、上海東和旅行社。１１月１日－１２月
２２日はキャンペーン運賃（往復２９９８元）が適用される。
　南方航空は上海－北九州線を週３往復運航。スターフライヤーの北九州－羽田線は毎日１１往復が利用で
きる。（時事）

テレテレ・アトラスが上海暢宇導航買収＝中国でカーナビサービスアトラスが上海暢宇導航買収＝中国でカーナビサービス
　３１日付の中国紙・毎日経済新聞（Ａ５面）によると、世界的な地図データサービス会社であるベルギーのテレ・
アトラスは中国事業を本格化する。その足がかりとして、競合する暢宇導航科技有限公司（本社上海市）をこ
のほど買収した。完全子会社化し、中国の企業や個人にカー・ナビゲーション・サービスなどを提供する。
　テレ・アトラスは７カ国・地域で事業を展開し、利用者は数億人に上る。今回の買収をてこに地図データサー
ビス地域を中国の３３７都市に拡大する。
　同社のアジア太平洋地区担当の責任者は、「カーナビなどの個人向け道案内システムの利用者は米国と欧
州を合わせた数より多い」と中国の潜在需要に期待しているという。（時事）

雲南雲天化雲南雲天化、重慶でガラス繊維布生産＝年重慶でガラス繊維布生産＝年７６００７６００万メートル万メートル
　３１日付の中国紙・中国証券報（Ｃ３１面）によると、上海証取に上場する雲南雲天化股フェン有限公司（本
社雲南省水富県）は、重慶市で電子部品などに使われるガラス繊維布を生産する。国内の需要増に対応し、
年産規模は７６００万メートル。本格稼働後の年間売り上げは約３億９０００万元と見込む。３１日、公告で明
らかにした。
　受け皿は「重慶和成材料有限公司」で、資本金は２０００万米ドル。出資比率は雲南雲天化が５０％で、子会
社の重慶国際複合材料有限公司が１７．５％。残りは富耀企業有限公司や個人投資家などが出す。
　雲南雲天化は合成アンモニアなど化学品が事業の中心。ガラス繊維も柱の１つに成長し、２００６年１－９
月の販売量は１０万９９３５トン。（時事）
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四川新希望四川新希望、インドネシアで飼料生産＝バングラデシュでも年インドネシアで飼料生産＝バングラデシュでも年２０２０万トン万トン
　３１日付の中国紙・中国証券報（Ｃ３９面）によると、深セン証取に上場する四川新希望農業股フェン有限
公司（本社四川省成都市）がインドネシアとバングラデシュにそれぞれ進出し、家禽（かきん）などの飼料を生
産する。３１日、公告で明らかにした。
　インドネシアの工場はジャカルタに置き、年産規模は２０万トン。２年後の稼働を見込む。本格稼働後の売
り上げは年３０００万米ドル。４９５万ドルを投じるという。
　バングラデシュでは４２０万ドルを投資し、年産規模２０万トンの工場をダッカに設ける。やはり２年後の稼
働を見込む。
　四川新希望は中国国内でも生産規模を拡大する計画。河北省辛集市と海南省にそれぞれ年産規模２０万ト
ンの飼料工場を新設する。辛集工場は１年後に、海南工場は半年後に稼働する予定。
　同公司は東南アジア進出に積極的で、フィリピンとベトナムにも工場を持つ。（時事）

流動人口流動人口
（ｌｉｕｄｏｎｇ　ｒｅｎｋｏｕ）（ｌｉｕｄｏｎｇ　ｒｅｎｋｏｕ）

　出身地以外の地方に移り住んだ人口。中国では日本と異なり、戸籍（戸籍＝ｈｕｊｉ、戸口＝ｈｕｋｏｕ）
の移動が極めて難しく、戸籍人口（ｈｕｊｉ　ｒｅｎｋｏｕ）と対比する形で使われる。

　◇全国で１億５千万人近くに
　上海市で１０月２８日開かれた全国流動人口計画出産工作座談会で明らかにされたところでは、中国
の流動人口は既に全人口の１割を超え、日本の人口を上回る１億５０００万人近くに達している。
　その８割以上は「農民工」（ｎｏｎｇｍｉｎｇｏｎｇ）もしくは「民工」（ｍｉｎｇｏｎｇ）と呼ばれる農村
部からの出稼ぎ労働者。共産党・政府指導部は２００３年の新型肺炎（ＳＡＲＳ）流行などを教訓に、医
療、教育といった公共サービスの拡充に力を入れているが、詳しい実態の把握が難しい流動人口への対
応が大きな課題になっている。

　◇上海では３分の１
　流動人口が最も多いのは上海。国家人口計画出産委員会幹部が同座談会で語ったところによると、
同市の流動人口は昨年の時点で５８１万人と全体の約３分の１に達している。
　上海に１９ある区・県のうち、３つの区では流動人口が戸籍人口より多い。中国は今も「一人っ子」を
原則とする計画出産政策を実施しているが、流動人口は「計画外」の出産が特に多く、関係当局は頭を
痛めているという。
　首都・北京でも、人口の約４分の１が流動人口で、その数は昨年末の時点で３５７万人。地元メディア
によれば、犯罪検挙者の約７割を流動人口とされる地方出身者（外地人＝ｗａｉｄｉｒｅｎ）が占めており、
流動人口の増加は治安問題にもなっている。
　矛盾の根源は、農村部と都市部の戸籍を厳しく分ける旧態依然の制度にあり、本来は、都市部でも出
身地にかかわりなく、同様の公共サービスを提供し、全市民の生活安定を図るのが好ましい。
　しかし、都市戸籍を「開放」すれば、流動人口がさらに激増して、失業問題の深刻化や各種の財政負
担増などを招く可能性が大きく、根本的な制度改革はほとんど進んでいない。
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福建南紡福建南紡、スパンレース不織布を増産＝年スパンレース不織布を増産＝年５２００５２００トントン
 ３１日付の中国紙・中国証券報（Ｃ２６面）によると、上海証取に上場する福建南紡股フェン有限公司（本社
福建省南平市）は地元で生産設備５系統を新設し、スパンレース不織布を増産する方針だ。増産量は年間
５２００トン。投資額は５４３５万元。３１日、公告で明らかにした。
　一方、同公司の２００６年１－９月期の業績は好調で増収増益となった。売り上げは前年同期比３．３％増の
２億３８４７万元で、純利益は同１４．７％増の３６５万元。（時事）

寧波海運寧波海運、中古バラ積み船中古バラ積み船２隻を購入へ＝隻を購入へ＝３．８３．８億元で－浙江省億元で－浙江省
　３１日付の中国紙・中国証券報（Ｃ１１面）によると、上海証取に上場する中国の海運会社、寧波海運股フェ
ン有限公司（本社浙江省寧波市）は石炭輸送業務を強化する。そのための中古バラ積み船２隻を海外で購入
する。購入金額は計３億８０００万元。３１日、公告で明らかにした。
　うち１隻は７万トン級で、購入額は約２億元。国内沿岸部での輸送に使う。また、船齢３０年のバラ積み船「金
色大地」の代替として、約１億８０００万元で５万トン級の運搬船を輸入する。
　寧波海運は火力発電所向けの石炭輸送業務が好調で、２００６年１－９月期は増収増益となった。売り上
げは前年同期比１１９％増の２億１８４４万元で、純利益は同７２．４％増の１６０９万だった。（時事）

福建遠洋漁業福建遠洋漁業、インドネシアで水産事業＝インドネシアで水産事業＝ＡＧＡＧグループと提携しグループと提携し
　２８日付の中国紙・福建日報（１面）によると、福建省当局系の福建遠洋漁業集団（本社福州市）はインド
ネシアで水産・水産加工業を行う方針だ。同国の投資大手のＡＧグループとの共同事業。２７日に正式合意
した。
　この事業の投資額は２０００万米ドルで、受け皿会社は折半出資で現地に設立する。漁船３００隻運営する
漁業会社に育てるという。（時事）

多結晶シリコンの独ソーラーワールド多結晶シリコンの独ソーラーワールド、中国に生産拠点か＝太陽光電池向け中国に生産拠点か＝太陽光電池向け
　３１日付の中国紙・第一財経日報（Ｃ２面）によると、太陽光電池向け多結晶シリコンの世界的なメーカーで
あるドイツのソーラーワールドは、中国に生産拠点を設けることを検討している。ドイツのエネルギー協会幹
部がこのほど明らかにした。
　中国は工業用シリコンの大口需要国。ただ、高度純化技術を持たないため、９９．９％の超高純度のシリコ
ンウエハーを日本や米国、ドイツなどから輸入している。ソーラーワールドは中国太陽光電池大手の無錫尚
徳や天威英利、台湾系の茂迪の供給元で、先ごろは中国のある有力メーカーと総額３億５０００万ユーロ（約
３５億元）の長期納入契約を結んだといわれている。
　ソーラーワールドはドイツのほか、米国とスウェーデンに生産拠点を持つ。シリコンウエハーの素材の多結
晶シリコンから完成品までを一貫して手掛ける太陽光電池メーカーでもある。先ごろはロイヤルダッチシェル
から太陽光電池事業を買収し、同分野の年産能力は１４万キロワットに拡大したという。（時事）

世界の名所世界の名所１００１００カ所を用意＝上海に大規模な婚礼写真撮影施設カ所を用意＝上海に大規模な婚礼写真撮影施設
　３１日付の上海紙・労働報（３面）によると、婚礼記念写真の撮影用に中国内外の名所１００カ所を背景とし
てそろえた大規模な室内撮影施設が上海市で２００６年末にオープンする。４０棟の小型撮影所の中にホワ
イトハウスやエジプトの王宮、ベルサイユ宮殿、九寨溝などのセットが用意されており、天気を心配することなく、
安上がりに世界旅行気分の記念写真を撮れるという。
　施設は広さ約２万平方メートル。ホームセンターの紅星美凱の◆（サンズイに文）水路店の中に設けられる。
　中国では婚礼記念写真にお金をかけ、新居に等身大以上の夫婦のパネル写真を飾るのが普通。ただ、カメ
ラマンを同道しての撮影となると、国内でも費用は数万元かかるため、安上がりなセット撮影の "出番 "があ
るという。（時事）
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江蘇省・蘇州

自家用車は自家用車は１００１００世帯に世帯に４．３４．３台、ＰＣ、ＰＣは４６．４４６．４台＝江蘇省台＝江蘇省
　３１日付の江蘇省紙・揚子晩報（Ａ２面）は、中国で富裕な省の一つである同省の消費関連データの２００１
－０５年の推移を特集した。それによると、都市部でのマイカー保有率は０１年は１００世帯当たり１台に満た
なかったが、０５年は４．３台で急拡大している。パソコンは同４６．４台（０１年は同１２．７台）で、携帯電話
機は同１２０．６台（０１年は同３８台）に増えたという。
　消費全体も伸びており、０５年の都市部住民１人当たりの年間消費は８６２１．８元だった。消費支出の内
訳をみると、食品類が全体の３７．２％（０１年３９．７％）を占める。これ以外では、教育・娯楽が１４．９％（同
１２．５％）、交通・通信が１２．２％（同８．７％）、衣服類が９．３％（同９．５％）、家庭設備が６．８％（同１０．９
％）、医療・保健が６．７％（同５．４％）、日用品など雑貨が３．６％（同５．４％）となっている。家電などの家庭
設備の比率ダウンが目立つ。（時事）

呉江の農民工呉江の農民工、３０、３０万人強に定住住居＝江蘇省万人強に定住住居＝江蘇省
　３１日付の上海紙・新民晩報（Ｂ１面）によると、戸籍人口が７８万人の江蘇省呉江市には、同地の企業で働
く出稼ぎ労働者（中国語で「農民工」）など外来労働者が４５万人いる。
　一方、市内には８００カ所余りの「員工之家」「民工公寓」がある。そこに外来労働者のうちの３０万人以上
が住むようになっており、企業での労働力定着の一助となっているもようだ。（時事）

昆山－常熟の新高速道着工へ＝開通は昆山－常熟の新高速道着工へ＝開通は０９０９年－江蘇省年－江蘇省
　３１日付の江蘇省紙・揚子晩報（電子版）が同省蘇州市当局筋の話として報じたところによると、省南東部
の昆山市と常熟市とをつなぐ新しい高速道路「常昆高速公路」が近く着工する。全線は約２１．５キロメートルで、
０９年に開通する計画。最高時速は１２０キロメートルという。
　この高速道は蘇州環状高速道の石牌インターチェンジから巴城、支塘、古里などを経由し、常熟の董浜イ
ンターに至る。昆山と常熟とを結ぶ既存の蘇嘉杭高速道路の混雑を解消すると期待されている。（時事）

 
　結婚　結婚９１９１周年！ギネス申請へ周年！ギネス申請へ
　　　　　　　　　四川省の高さん夫婦　　　　　　　　　四川省の高さん夫婦

　人間の寿命が延びるに従って、銀婚式や金婚式を祝うことのできる夫婦はもう珍しくなくなっている
が、それでも、結婚６０年のダイヤモンド婚式はまだまだ特別だろう。
　ところが、中国四川省の宜賓市にはなんと、ダイヤモンド婚式から３０年も経過したカップルが健在で、
ギネスブックの世界記録申請を考えているという。同省成都市の華西都市報（電子版）が２６日伝えた。
　結婚９１年のこのカップルは、市内の宜賓職業技術学院の宿舎に住む１０１歳の妻、劉正蘭さんと
９３歳の夫、高伯恩さん。２人は、台湾桃園県の夫婦が結婚８５年７カ月でギネスブックに掲載されて
いるのを知り、「わたしたちこそが結婚世界最長記録！」と名乗りを上げることにした。
　貧しい農家に生まれた劉さんは、家族の経済的な負担を軽減するために、１９１５年（民国４年）、
１０歳の時に高さんの家に嫁いだ。当時、高さんはわずか２歳。実際は乳母代わりだったという。
　このように、２人の結婚は時代背景的暗さを感じさせるものだったが、高夫妻はそれから１世紀近くに
もわたって愛情を育み、今ではいつも手をつないで出かける仲のよい夫婦として幸せに暮らしている。
　ところで、ダイヤモンド婚のあとの結婚記念にはどんなものがあるかというと、７５周年のプラチナ
婚（米国式。英国式は７０周年）が最高のようだ。（香港時事）
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金陵船廠金陵船廠、儀征で原油タンカー建造＝儀征で原油タンカー建造＝１０１０万トン級まで－江蘇省万トン級まで－江蘇省
　３０日付の江蘇省紙・新華日報（Ｂ２面）によると、同省の運送会社・中国長江航運集団の造船部門である
金陵船廠が原油タンカーの建造業に進出する。子会社の江蘇金陵船舶有限公司（本社儀征市）でこのほど、
建造ドックや儀装用埠頭（ふとう）の建設を始めた。ドックは２００７年１０月に稼働する見込み。
　投資総額は６億６１００万元。ドックの全長は２８０メートルで、幅が５０メートル、高さが１３．５メートル。
５００トン級クレーンが設置される。１０万トン級の建造が可能という。
　すでに関連企業の南京長江油運公司から４万９０００トン級原油タンカー１隻を受注しており、０７年１２月
に引き渡す予定。（時事）

オンラインサービス開始から数カ月＝紐威机床設計研究所が初の法人登録－蘇州オンラインサービス開始から数カ月＝紐威机床設計研究所が初の法人登録－蘇州
　中国のニュースサイト・蘇州新聞網が２８日伝えたところによると、紐威机床設計研究所有限公司が蘇州市
で初めてオンライン法人登録をした。同市が企業の法人登記をインターネットで受け付けるサービスを導入し
て数カ月がたっていたが、知名度が低いためにどの企業も利用していなかった。現在は高新区しかサービスを
導入していないが、来年には全区で導入する方針だという。
　高新区工商局登記課職員は「ネット上に提出見本もあるので、申請しやすく便利」と、サービスに対して太鼓
判を押す。今後は企業が順調にオンライン登録をしてくれるよう、呼び掛けに力を入れていくという。（時事）

５年内に新城圏に大規模な住宅団地＝約年内に新城圏に大規模な住宅団地＝約２９２９万戸建設へ－蘇州万戸建設へ－蘇州
　中国のニュースサイト・蘇州新聞網が２６日伝えたところによると、江蘇省蘇州市は、「第１１次五カ年計画」
期間の「蘇州市住房建設企画」に沿って、２０１０年までに新城圏で大型の住宅用不動産開発を行う。蘇州
市住民や農民工（出稼ぎ労働者）などの戸籍を持たない外来人口の増加に対応したもので、２１平方キロメー
トルを開発する。
　建設する住宅数は２８万８０００戸で、中流世帯用商品住宅を１１万６７００戸、政策保障用住宅を
１７万１３００戸。政策保障用住宅には低所得者層のため、主に安価な住宅を建設する。
　０１年時点での住宅建築面積は、１人当たり平均２５．４６平方メートルだったが、１０年には３５平方メー
トルに増加させる方針。また、低所得者層の住宅建築面積は１人当たり１４平方メートル以上とし、１００％保
障を目指す。（時事）

中国・経済

人民元柔軟化人民元柔軟化、金融政策のために急務＝金融政策のために急務＝ＩＭＦＩＭＦ局次長局次長
　【ワシントン３１日時事】国際通貨基金（ＩＭＦ）のダナウェー・アジア太平洋局次長は３１日、電話記者会見
し、中国の人民元について、金融政策の自由度を高めるために、早急に対外相場を柔軟化すべきだとの見解を
示した。
　同局次長は、ここ数カ月、中国が人民元切り上げペースをやや速めたことを評価しながらも、「もっと速い切
り上げが必要だ」と指摘。特に金融政策の自由度を高め、これまでの融資規制といった行政指導的な引き締
めではなく、公開市場操作による金融政策調整が必要で、そのためには人民元相場を柔軟化する必要がある
と述べた。
　また、同局次長は今年の中国経済について、１０．５％程度の成長を達成するとの見通しを示した。さらに
貿易黒字は、これまでの予想以上に拡大しているとし、来年の黒字見通しを上方修正する考えも示した。同局
次長は、ＩＭＦの対中ミッションの団長を務めた。

中国の乗用車販売中国の乗用車販売、０６、０６年は年は４２０４２０万台＝日本抜き世界万台＝日本抜き世界２位に位に
　３１日付の中国紙・毎日経済新聞（Ａ５面）によると、中国の乗用車販売は２００６年は４２０万台に達する
見通しだ。日本を抜き、世界第２位に浮上する。また、一層のモータリゼーション化で２０年ごろには米国を抜き、
最大の市場になる可能性もあるという。国家信息センターの幹部が３０日、上海市で開かれた自動車産業関連
フォーラムで明らかにした。
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　中国の乗用車市場は０１年から年平均３６％のペースで拡大している。０６年１－９月の販売台数は前年同
期に比べ３４．７％増えている。ガソリン価格の上昇で６、７月は低迷したものの、８月からは回復傾向にある。
　また、国内市場の拡大を背景に、中国の自動車産業は国際競争力をつけ始めている。乗用車の輸出は０３年
から毎年２倍に膨らんでおり、０６年１－８月では同１０５％増の２１万５０００万台になっているという。（時事）

決定までに時間も＝対中決定までに時間も＝対中ＷＴＯＷＴＯ提訴問題で－提訴問題で－ＵＳＴＲＵＳＴＲ
　【ワシントン３１日時事】米通商代表部（ＵＳＴＲ）スポークスマンは３１日、知的財産権侵害をめぐり中国を
世界貿易機関（ＷＴＯ）に提訴する方向で最終調整している問題について、「近い将来に是正措置が講じられ
なければ、提訴することになるだろう」としながらも、「現在産業界と協議中だ」と述べた。
　同スポークスマンは、先週のバティア次席代表との会談を受け、中国側が「技術的な話し合い」の継続を希
望していることを明らかにした。その上で「提訴の時期は言えない」とし、決定までに時間がかかる可能性を示
唆した。
　ＵＳＴＲは、対中提訴で最終調整しており、ホワイトハウスの決断を待っている模様。ただ北朝鮮の６カ国
協議復帰をめぐり、ブッシュ大統領は中国の外交努力を評価しており、こうした外交要因も提訴をめぐる決断
に影響を及ぼすとみられる。

原油蒸留量原油蒸留量、１、１日当たり日当たり６万バレル増加へ＝シノペック傘下の鎮海製油所万バレル増加へ＝シノペック傘下の鎮海製油所
　【北京３０日ロイターＥＳ＝時事】中国製油最大手、中国石油化工（シノペック）傘下の中国石化鎮海煉油化
工の関係者は３０日、１１月半ばまで１カ月予定されている点検期間中に、原油蒸留施設の処理量を日量６万
バレル増加させると語った。
　同幹部はまた、１１月の製油量が約１３４万トンに維持されようと述べた。

広東省珠海で近く軽飛行機の製造開始＝雁洲軽型飛機製造広東省珠海で近く軽飛行機の製造開始＝雁洲軽型飛機製造
　香港商報（電子版）が３１日報じたところによると、中国広東省の珠海雁洲軽型飛機製造はこのほど、同省
珠海市の工場で近く軽飛行機の製造を始めると明らかにした。同社では農業用のＣＨ７０１型機や航空スポー
ツ用のＭＣＲ０１型機を生産するほか、フランスＡＴＲ社の小型旅客機の貨物機への改装事業を手掛けること
も予定している。（時事）

独流通メトロ独流通メトロ、７、７－９月期は増収減益＝ウォルマートの事業買収などで月期は増収減益＝ウォルマートの事業買収などで
　【フランクフルト３１日時事】ドイツ流通最大手メトロ・グループが３１日発表した７－９月期決算は、売上高
が前年同期比６．３％増の１４１億３０４０万ユーロ、純益が３８．１％減の１億８８０万ユーロで増収減益となっ
た。仏カジノのポーランド事業や米ウォルマートのドイツ事業の買収費、積極的な国外進出投資などが利益を
圧迫した。
　売上高は国内が０．３％の微減だったが、国外が中国、ロシア、ルーマニア、フランス、スペインが好調で
１１．９％も伸びた。事業別では主力の大型卸売りスーパーと家電量販が外需主導で全体をけん引した。全体
の税、利払い前利益（ＥＢＩＴ）は４．７％増の２億８１４０万ユーロと堅調。しかし、内需型の百貨店カウフホー
フと小売スーパー事業レアルは再び低迷した。
　事業買収の影響を除いた通年の業績は６％の増収を予想し、従来見通しから上方修正した。

８月の対中貿易月の対中貿易、輸出入額いずれも過去最高＝台湾輸出入額いずれも過去最高＝台湾
　【台北３１日時事】３１日付の台湾経済紙・経済日報（Ａ６面）によると、２００６年８月の対中貿易は、輸出
額が前年同月比１５．６％増の５億５００万米ドル、輸入額が同３３．８％増の２３億６００万米ドルに達し、いず
れも過去最高となった。
　半導体業界の景気好調と電子関連の需要増で、川上部品の輸出量が増加した。一方、輸入は電機や光学
関連の部品が増加。加えて原油価格上昇に伴い、石油・石炭製品が輸入額を押し上げた。１－８月の対中貿
易黒字額は、前年同期比８．７％増の２４５億５０００万米ドルに上っている。
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金融監督権限を強化金融監督権限を強化
　【北京３１日時事】中国の全国人民代表大会（全人代）常務委員会は３１日、監督当局による金融機関の検
査権限を強化した「銀行業監督管理法」の改正案を採択した。今年末の金融全面開放を前にした関連法整
備の一環。
　改正により、銀行業監督管理委員会は、金融機関の検査中に、関係する企業、個人の取引に疑問があれば、
書類、帳簿などの提出を要求し、聴取することが可能となる。検査妨害には刑事責任を追及する規定も盛り込み、
実効性を高めた。

中国・一般

６カ国協議カ国協議、再開へ＝米朝中が合意再開へ＝米朝中が合意、１１、１１月にも－金融制裁問題で作業部会月にも－金融制裁問題で作業部会
　【北京３１日時事】北朝鮮の核問題をめぐり、米国、北朝鮮、中国の３カ国は３１日、北京で６カ国協議の首
席代表による非公式会談を開き、同協議を近く再開することで合意した。米側は北朝鮮に対する金融制裁問
題を討議することに同意した。同協議は１１月にも開かれる見通しで、北朝鮮の核実験で極度に高まった緊張
がひとまず緩和の方向に向かうことになる。６カ国協議は昨年１１月に休会していた。
　ただ、金融制裁解除を求める北朝鮮と、同国の核放棄を要求する米国の溝は埋まっておらず、交渉は難航
が必至だ。
　中国外務省の発表などによると、中国の提案を受けて、議長役の武大偉外務次官、北朝鮮の金桂冠外務次
官、ヒル米国務次官補（東アジア・太平洋担当）が北京で会談。「率直で突っ込んだ意見交換」の末、６カ国
協議の再開で一致した。６カ国の都合の良い時期に次回の協議を行うとしている。
　ヒル次官補によると、北朝鮮側は核放棄を盛り込んだ昨年９月の共同声明を履行する立場を確認したとい
う。同次官補は「共同声明の履行が６カ国協議再開の目的であり、実質的進展を得たい」と強調した。
　北朝鮮側は再開受け入れに当たって条件を付けなかったが、米国の金融制裁措置に強い関心を表明。米側
は作業部会を設けるなどして６カ国協議でこの問題を討議することを受け入れた。同次官補は「解決には北朝
鮮の協力が必要だ」と指摘した。
　また、北朝鮮の核実験を受けて国連安全保障理事会で採択された制裁決議についてはこの日の会談で話
し合われなかったが、同次官補は協議復帰だけでは制裁が解除できないとの立場を示すとともに、「北朝鮮
を核保有国として受け入れることはできない」と語った。
　北京ではこの日、米朝中の３者会談のほか、米中、米朝の２者会談も行われ、一連の会談は計７時間にわた
った。
　６カ国協議は２００３年にスタート。昨年９月には初の共同声明を採択したが、北朝鮮はその後、米国の金
融制裁を理由に協議を拒否し、今年７月にミサイル発射、１０月に核実験を行うなど強硬路線に走っていた。

６カ国協議の軌道へ第一歩＝北の復帰意向見逃さず－中国カ国協議の軌道へ第一歩＝北の復帰意向見逃さず－中国
　【北京３１日時事】中国は北朝鮮の核問題をめぐる６カ国協議の再開合意について、議長国として唐家セン
国務委員が訪朝し、金正日労働党総書記を直接説得した上、北朝鮮の協議復帰への意向を見逃さないなど、
外交努力が実った結果として歓迎している。ただ、北朝鮮が解除を求める米国の金融制裁問題などで交渉の
難航は必至。対話による解決に向け、６カ国協議をどう軌道に乗せることができるか、第一歩を踏み出したに
すぎない。
　唐国務委員が１９日、平壌で金総書記と会談した際、北朝鮮は６カ国協議再開に向け、金融制裁などに関す
る米側の柔軟姿勢が必要との従来の立場を示した。その一方で、北朝鮮は同協議を推進するとの方針も表明し、
「北朝鮮はその後も他のルートを通じて協議に復帰したい意向を示した」（劉建超外務省報道局長）という。
　中国は、北朝鮮の核実験を受けた国際社会の制裁強化など情勢のエスカレートを回避するため、６カ国
協議再開を最優先事項に置いてきた。このため、北朝鮮の意向を「積極的メッセージ」として外交攻勢を掛け、
米朝両国の首席代表との会談を設定した。
　中国は近く開催される次回の６カ国協議で、昨年９月に採択された同協議の共同声明履行を再確認したい
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意向だ。ただ、金融制裁問題のほか、日米などが要求する北朝鮮の核放棄には程遠いのが現実で、議長国の
外交手腕が問われることになりそうだ。

北朝鮮への圧力堅持＝協議復帰で制裁解除せず－米北朝鮮への圧力堅持＝協議復帰で制裁解除せず－米
　【ワシントン３１日時事】米国は、北朝鮮が６カ国協議への再開に合意したものの、核開発の完全放棄に向
けた戦略的決断を下していないと考えており、国連安保理決議に基づく制裁など同国への圧力を堅持する考
えだ。北朝鮮が求める米国の金融制裁についても、早期解除の見込みはない。
　ライス国務長官は２５日、「北朝鮮が非核化で前進しなければ、決議１７１８の効力を維持することで各国と
合意している」と述べ、北朝鮮の協議復帰が直ちに制裁解除につながらないとの見解を示した。
　米政府は、北朝鮮が協議復帰を制裁弱体化の手段として利用することを警戒している。北朝鮮の核実験実
施後、同国に近い中国や韓国も制裁への協力を表明しているが、協議再開で「北朝鮮包囲網」が弱まることを
米国は懸念している。
　このため、米国は６カ国協議が再開された場合、北朝鮮から核実験を再実施しないとの言質を取り付ける
とともに、昨年９月に採択された同協議の共同声明に明記された北朝鮮の核放棄に向けた具体策を話し合う
よう呼び掛ける意向だ。

原油輸出ゼロ原油輸出ゼロ、核実験と無関係＝核実験と無関係＝「対朝貿易は正常対朝貿易は正常」
　【北京３１日時事】中国外務省の劉建超報道局長は３１日の定例会見で、北朝鮮向けの中国の原油輸出が９
月はゼロだったことについて「中朝間の経済貿易往来は正常に行われている」と述べるとともに、「９月にはま
だ核実験は実施されていなかった」とし、北朝鮮への圧力の一環との見方に反論した。エネルギー・食糧援助
に関しても、変化はないと指摘した。
　国際貿易筋によると、今年１～９月に中国から北朝鮮へ輸出された原油は約３７万トン。３月の１０万トンか
ら月ごとに減少し、８月は３万３７４０トンだった。ただ、２月もゼロとなっており、同筋は「政治的意味がある
かは不明」としている。

広州初の日系学習塾＝京進広州初の日系学習塾＝京進、香港校と同規模に香港校と同規模に
　【香港３１日時事】京都を中心に学習塾を展開する京進は１１月１日、中国広東省広州市に小中学生向け学
習塾「京進広州校」を開校する。広州に日本の塾チェーンが進出するのは初めて。同社にとっては、独デュッセ
ルドルフ校（１９８９年）、香港校、シンガポール校（ともに２００２年）に次ぐ４カ所目の海外校になる。
　広州では近年、日本の自動車メーカーの進出などを背景に、在留邦人数が急増。広州日本人学校の生徒数（小
中学部合計）も、０４年５月の１６６人から０６年５月の３１７人へと、わずか２年で倍近くに膨れ上がった。今年
４月に新校舎が完成し最大８００人の収容が可能となっており、生徒数は今後さらに増える見込みだ。
　京進広州校は日本人駐在員家庭が集中する天河区の「広州国際貿易中心」（林和西路１号）に位置。日本で
経験を積んだ講師３人が派遣され、指導に当たる。香港や上海と異なり、競合社が進出していないことから、「生
徒数１００人弱を抱える香港校より大きくなる」（京進本社）見込み。このほど広州で行った開校説明会は約
４０世帯が出席するなど「予想以上の反応」（同）となり、手応えも十分だ。
　京進は、広州校開校に当たり、現地法人「広州京進実戦語言技能培訓有限公司」を設立した。資本金は
２００万元。出資比率は、京進が９０％、中国の語学教育サービス会社・広州実戦教育文化有限公司が１０％。
　外務省が今年５月に発表した海外在留邦人統計（０５年１０月現在）によると、中国本土の邦人数トップ５は、
上海（４万２６４人）、北京（１万８９０人）、蘇州（５４８２人）、広州（３８０９人）、深セン（３２３０人）だった。
京進は、具体的な都市名は明らかにしなかったが、「本土の他都市への進出も視野に入れている」（同）と中
国事業拡大に意欲をみせた。

北からイランへの兵器移転黙認＝中国の対応非難－米議会諮問機関北からイランへの兵器移転黙認＝中国の対応非難－米議会諮問機関
　【ワシントン３０日時事】ロイター通信によると、米議会の超党派の諮問機関、米中経済・安全保障再検討
委員会は３０日までに年次報告書を作成し、中国が北朝鮮からイランへの大量破壊兵器やミサイル、関連技術
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の移転を黙認していると非難、拡散防止分野で国際的な責任を果たしていないと指摘した。
　報告書はまた、中国は核問題をめぐる６カ国協議に北朝鮮を復帰させるための影響力行使を渋っている
と批判。さらに、世界貿易機関（ＷＴＯ）加盟国としての義務履行も不十分だとする一方、世界各地での石油・
ガス獲得を目指す中国の動きは米国のエネルギー安全保障に深刻な影響を与えかねないと警告している
という。
　報告書は、中国が国際社会の柱としての役割を果たすよう期待を表明しながらも、「これまでの傾向からす
ると、中国がそうした役割を果たす意思があるのかどうか深刻な疑念を持たざるを得ない」と述べていると
いう。
　米中経済・安全保障再検討委員会関係者はロイター通信の報道について、「最終報告書ではなく、草案の
内容を伝えている」としている。しかし、最終報告書も基本的な論調に大きな違いはないとみられている。

Ｊａｐａｎ／Ｗｏｒｌｄ Ｔｏｄａｙ

「６「６カ国カ国」再開を歓迎＝北の出方になお警戒も－政府再開を歓迎＝北の出方になお警戒も－政府
　政府は、北朝鮮の６カ国協議復帰について「一歩前進」と受け止め、基本的に歓迎している。ただ、再開さ
れた協議で北朝鮮が「核保有国」を自称して主導権確保に動くのではないか、との警戒感もある。このため当
面は、北朝鮮の出方を見極めつつ、国連安保理の制裁決議履行に向けて関係国との調整を急ぐ方針だ。
　３１日夜、塩崎恭久官房長官はコメントを出し「わが国は６カ国協議が北朝鮮の核問題などの解決への最適
の枠組みであると考えてきており即時、無条件の復帰を求めてきた。近いうちに開催される運びになったこと
を歓迎する」と表明。また、麻生太郎外相も記者団に「（同協議再開は）良かった」と述べるとともに、北朝鮮
を核保有国と認めない立場には「変わりはない」と語った。
　さらに、外交筋は「再開の時期は早いと思う。１１月中ではないか」と、早期の事態好転に期待感を示した。
「中国が圧力を強めていることが功を奏した」（政府筋）と中国の努力を評価する声も聞かれた。
　しかし、政府内には「北朝鮮が６カ国協議で『核保有国』として振る舞うのではないか」（外務省幹部）との
懸念も根強い。政府としては、米国、中国、韓国、ロシアと連携し、核の完全放棄を迫る考えだ。
　政府が独自に行っている経済制裁については「北朝鮮は『協議のテーブルに着く』と言っているだけ。安保
理決議が求めている大量破壊兵器や弾道ミサイルの計画放棄などに応えているわけではない」（関係者）として、
当面は手を緩めない方針だ。安保理決議に盛り込まれた貨物検査についても、米国などと具体策を詰める考
えだ。
　また、自民党の山崎拓前副総裁は同日夜、記者団に対し「今後の成り行きは紆余（うよ）曲折が予想される」
と指摘。その上で「慎重に北朝鮮の出方を見ながら、朝鮮半島の非核化という国際社会の命題に向かって、６
カ国協議を中心にした知恵のある取り組みを期待している」と語った。自民党幹部は「北朝鮮が復帰しても簡
単にはいかない。長期戦になる」と楽観的な見通しを戒めた。

「防衛省防衛省」法案法案、今国会成立の方向＝採決時期は慎重に判断－与党今国会成立の方向＝採決時期は慎重に判断－与党
　政府・与党が重要法案と位置付ける防衛庁の省昇格を柱とした防衛庁設置法等改正案が、今国会で成立す
る方向となった。衆院安全保障委員会が３１日午後の理事懇談会で、防衛施設庁談合事件に関する集中審議
を１１月１、２、７の３日間行うことで与野党が合意し、７日にも同改正案の実質審議に入る見通しとなった
ためだ。成立すれば、来年１月にも「防衛省」が発足する。
　集中審議は民主党が要求。与党がこれを受け入れたことで、民主党も法案審議に応ぜざるを得ないと判断
した。与党側は、同改正案の審議は「２日程度で足りる」として１１月中旬までの衆院通過を目指しているが、
採決時期については野党の対応を見極めつつ慎重に判断する考え。
　一方、小沢一郎代表らが原則賛成の意向を示している民主党は、当面は慎重審議を求めていく方針。党内では、
野党統一候補を擁立する沖縄県知事選への悪影響を避けるため、投開票日の１９日以降に採決を引き延ばし
た上で、賛成に回るべきだとの意見もある。
　同改正案は先の通常国会に提出され、継続審議となっていた。防衛庁の悲願でもある省昇格は、池田内閣
時代の１９６４年に一度閣議決定されたが、法案提出は見送られた経緯がある。
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履修漏れ履修漏れ８万人の見通し＝私立も万人の見通し＝私立も１７０１７０校超す－補習上限校超す－補習上限、与党と最終調整与党と最終調整・文科省文科省
　高校必修科目の履修不足問題で、伊吹文明文部科学相は３１日、履修漏れの高校３年生は最終的に公立、
私立を合わせ約８万人に達するとの見通しを明らかにした。文科省は、補習について単位時間（５０分）数で
７０時間を上限とする条件付き救済策について、与党や内閣法制局との調整を急いだ。
　同日夕、自民、公明両党の与党教育再生協議会の検討会が開かれ、文科省に生徒の負担軽減策を早急に決
定するよう申し入れた。出席者からは、補習時間をさらに削減するよう求める意見も相次いだ。
　伊吹文科相は、同日開かれた衆院教育基本法特別委員会で「率直に言って学校数で５００校ぐらい、人数
で８万人前後になるのではないかと思う」と述べた。また「７０時間程度なら無理なく受講していただけると思う」
とした。
　同省によると、全私立高校１３４８校のうち、１１１０校の３年生の調査を終了。履修漏れがあったのは、調
査分の１５．５％に当たる１７２校、生徒数ベースで同８．９％の２万５４２２人だった。
　公立を含めた全体の傾向としては、地理歴史の教科で必修の世界史を履修しなかったケースが大半を占め
た。家庭や保健、情報の授業を行っていなかった高校も多かった。また、理科や公民で学習指導要領に定め
る科目選択をしていなかった事例もあったという。
　公・私立のいずれかで未履修がある学校があると各教育委員会の発表などで判明した都道府県は同日夜
時点の集計で、熊本県を除く４６都道府県に達した。

「１００「１００％いじめが原因％いじめが原因」＝校長ら会見＝校長ら会見、最終見解示す－瑞浪市の中最終見解示す－瑞浪市の中２自殺自殺・岐阜岐阜
　岐阜県瑞浪市の市立瑞浪中学２年の女子生徒が自殺した問題で、同校の佐々木喜三夫校長は３１日夜、市
役所で尾石和正同市教育長らとともに、この日２度目の会見をし、「いじめが大きな心の痛みとなり、死に追い
込む結果になった。原因は１００％いじめだと思う」と述べた。校長らは会見に先立ち、女子生徒宅を訪れ、両
親に最終見解として報告するとともに、改めて謝罪した。
　校長らによると、３０日に実施した無記名式のアンケート結果を精査したところ、今まで把握していなかっ
たいじめの実態が明らかになり、「総合的に判断した結果、いじめが自殺の要因になったと断定するに至った」
という。
　新たに判明したのは、バスケット部の練習中に女子生徒の体に触れると大声で騒いだり、ゼッケンを交換す
る際「汗がきもい」などと嫌な顔をするなどの事例。また、こうしたいじめは５月ごろから始まり、練習試合でわ
ざと女子生徒にタックルをするようなこともあったという。
　これまでいじめに関する発言が二転、三転したことについて、佐々木校長は午後の会見で、「いじめを定義
した文部科学省の指針をめぐり、学校内でも解釈にばらつきがあった」と弁明。「決して事実を隠そうとした
訳ではなかった」と述べた。
　さらに、「亡くなった生徒にとっては『うざい』という言葉も心を痛めるもので、受け止め方にも個人差がある
と認識すべきだった」と沈痛な面持ちで述べた。
　尾石教育長らは「ほかの生徒たちには、女子生徒が伝えたかったメッセージをしっかり受け止めてほしいと
伝えたい」と話した。
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JPY USD EUR SGD MYR THB PHP IDR VND INR KRW HKD TWD CNY
日本円 1JPY= - 0.00849 0.00670 0.01327 0.03100 0.31173 0.42258 77.3889 136.558 0.38255 8.00306 0.06606 0.28254 0.06691

米ドル 1USD= 117.730 - 0.78833 1.56250 3.65000 36.7000 49.7500 9111.00 16077.0 45.0380 942.200 7.77670 33.2630 7.87770

ユーロ 1EUR= 149.341 1.26850 - 1.98203 4.63002 46.5540 63.1079 11557.3 20393.7 57.1307 1195.18 9.86474 42.1941 9.99286

Sドル 1SGD= 75.3472 0.64000 0.50453 - 2.33600 23.4880 31.8400 5831.04 10289.3 28.8243 603.008 4.97709 21.2883 5.04173

リンギ 1MYR= 32.2548 0.27397 0.21598 0.42808 - 10.0548 13.6301 2496.16 4404.66 12.3392 258.137 2.13060 9.11315 2.15827

バーツ 1THB= 3.20790 0.02725 0.02148 0.04257 0.09946 - 1.35559 248.256 438.065 1.22719 25.6730 0.21190 0.90635 0.21465

ペソ 1PHP= 2.36643 0.02010 0.01585 0.03141 0.07337 0.73769 - 183.136 323.156 0.90529 18.9387 0.15632 0.66860 0.15835

ルピア 1IDR= 0.01292 0.00011 0.00009 0.00017 0.00040 0.00403 0.00546 - 1.76457 0.00494 0.10341 0.00085 0.00365 0.00086

ドン 1VND= 0.00732 0.00006 0.00005 0.00010 0.00023 0.00228 0.00309 0.56671 - 0.00280 0.05861 0.00048 0.00207 0.00049

ルピー 1INR= 2.61401 0.02220 0.01750 0.03469 0.08104 0.81487 1.10462 202.296 356.965 - 20.9201 0.17267 0.73855 0.17491

ウォン 1KRW= 0.12495 0.00106 0.00084 0.00166 0.00387 0.03895 0.05280 9.66992 17.0633 0.04780 - 0.00825 0.03530 0.00836

香港＄ 1HKD= 15.1388 0.12859 0.10137 0.20092 0.46935 4.71923 6.39732 1171.58 2067.33 5.79140 121.157 - 4.27726 1.01299

台湾＄ 1TWD= 3.53937 0.03006 0.02370 0.04697 0.10973 1.10333 1.49566 273.908 483.330 1.35400 28.3258 0.23379 - 0.23683

人民元 1CNY= 14.9447 0.12694 0.10007 0.19834 0.46333 4.65872 6.31530 1156.56 2040.82 5.71715 119.603 0.98718 4.22243 -

 アジア通貨クロスレートアジア通貨クロスレート（時事通信参考値時事通信参考値）

※本表は、インタバンク市場における取引データを基に時事通信が作成した参考値です。内容には正確を期し
  ていますが、本レートを利用した取引でお客様に不利益が生じましても、当社は一切の責任を負いかねます。

JST作成３１日１７時

マーケット情報

対米ドル OPEN RANGE CLOSE 中銀参考 主要金利 当地株式 前日比
ｼﾝｶ ﾎ゙ﾟー ﾙ･ﾄ゙ ﾙ 1.5608 1.5602 ～ 1.5643 1.5613 － 3.5000 2701.75 +10.15
ﾏﾚｰｼｱ･ﾘﾝｷ ｯ゙ﾄ 3.6440 3.6440 ～ 3.6540 3.6530 － 3.7600 988.30 +2.23
タイ･バーツ 36.780 36.730 ～ 36.840 36.740 36.748 4.9800 723.01 +4.27
ﾌｨﾘﾋ ﾝ゚･ﾍ ｿ゚ 49.880 49.780 ～ 49.940 49.840 49.870 8.0000 2708.50 +0.31
韓国･ウォン 945.1 941.9 ～ 945.9 942.3 944.2 4.4500 1364.55 +8.44
香港ドル 7.7760 7.7740 ～ 7.7772 7.7771 － 4.05 18324.35 +26.80
台湾ドル 33.250 33.230 ～ 33.270 33.260 － 1.6600 7021.32 +26.12
中国人民元 7.8792 7.8768 ～ 7.8798 7.8790 7.8792 2.4000 1931.17 +29.84

ベトナムドン中銀参考相場 16,044

前営業日の動き

ｲﾝﾄ゙ ﾈｼｱ･ﾙﾋ ｱ゚ 9095 9085 ～ 9110 9110 － 6.2500 1580.19 +11.59
ｲﾝﾄ゙ ･ﾙﾋﾟー 45.0950 44.9700 ～ 45.1200 44.9750 45.0900 6.7500 13 024.26

注）【為替レート】シンガポール、タイ、香港：東京時間 9時－17 時のオフショア市場の取引。その他：地場市場の取引
　　【中銀参考】タイ・韓国：前営業日の銀行間市場取引加重平均。中国：当日の外貨取引所発表対米ドル仲値。フィリピン：当日の銀行間市場取引加重平均。インド：
現地正午の市場実勢

　　【主要金利】シンガポール、マレーシア、香港：銀行間 3ヶ月物金利。中国：1週間物金利。その他：翌日物金利
　　【株式】東京時間17 時頃の水準（中国：上海 A株価指数）

 三菱東京三菱東京ＵＦＪＵＦＪ銀行アジア通貨レート銀行アジア通貨レート
２００６/１０/３１の動き

・経済指標等
10/31　 SINGAPORE  UNEMPLOYMENT RATE　　Q3     2.7%　　　　  [ Q2　　　　   2.8% ]
　　　　　　　　        M2　　　　                          SEP　 +12.8%(Y/Y)　[ AUG　　　　+12.9% ]
　　　　THAILAND　 TRADE BALANCE　             SEP　 +U$1402MIO  [ AUG　　　　+U$271MIO ]
　　　　　　　　         ・EXPORTS　　　　            SEP　 +14.5%(Y/Y)　 [ AUG　　　　+17.0% ]
　　　　　　　　         ・IMPORTS　　　　            SEP　 +9.1%(Y/Y)　   [ AUG　　　　+11.2% ]
　　　　　　　　        M2　　　　                          SEP　 +8.4%(Y/Y)　  [ AUG　　　　+9.7% ]
　　　　　　　　        CURRENT ACCOUNT　        SEP　 +U$1175MIO   [ AUG　　　　+U$813MIO ]
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・市況　「総じて高値圏で推移」
　本日のアジア通貨は、総じて高値圏で小動きとなった。韓国ウォンは、一時 945.9まで下落したものの、月
末で国内輸出企業によるウォン買いが旺盛であったことから、941.9と約1ヶ月ぶりの高値まで値を上げた。
インドでは、政策金利であるリバースレポレートを6.0% に据え置く一方、レポレートは25bp引き上げ 7.25%
にすることが決定された。市場では両金利が25bp引き上げられると予想する向きもあったものの、為替相場
への影響は限定的となり、ルピーは45.00 近辺で推移した（上記は前営業日の動き）。
・トピックス
＜中国＞
　香港メディアは、国家社会保障基金（NSSF）は、リスク分散のため、香港株式市場に上場している中国企業株（H
株）の売却を進める計画であると報じた。
　米中経済安全保障関係検討委員会は、30日に議会に提出した4回目の年次リポートで、中国の通商と為替
慣行が不当であるとして、世界貿易機関（WTO）に提訴するよう米議会はブッシュ政権に圧力を強めるべきだ
とした。
＜インド＞
　中銀は、インフレ抑制を目的に、短期レポレートを25bp 引き上げ 7.25% にする一方、リバースレポレート
は6.0% に据え置くことを決定した。また、中・長期ローンに適用されるバンクレートは6.0% に、預金準備率
も5.0% に据え置いた。また、2006/07年度の経済成長率見通しを、これまでの前年比 +7.5% ～ 8.0%から、
同 +8.0% 前後に引き上げた。
　中銀副総裁は、レポレートの引き上げは、銀行の与信判断の質を上げ、預金を増加させるとの見解を示した。
（三菱東京ＵＦＪ銀行　市場業務部）

米国市場サマリー米国市場サマリー（３１（３１日）
【株式】ダウ、小幅続落＝ナスダックは続伸
　先週までの急速な上昇で買い一服ムードが広がる中、終日小幅な値動きに終始、ダウ工業株３０種平
均は前日終値比５．７７ドル安の１万２０８０．７３ドルで引け。ナスダック総合指数は２．９４ポイント高の
２３６６．７１と続伸。ニューヨーク証券取引所の出来高は１０億９５１０万株増の２８億１３４４万株（暫定値）。
【為替】円急伸、一時１１６円台＝１カ月ぶり高値
　米国の景況感悪化を受けて、円買い・ドル売りが進み、同市場としては９月２６日以来、約１カ月ぶりとなる１
ドル＝１１６円６２銭まで急伸。午後５時現在は、１ドル＝１１６円９２－２銭と、前日同時刻（１１７円４４－５４
銭）比５２銭の円高・ドル安。ユーロは同時刻現在、１ユーロ＝１．２７５６－６６ドル（前日午後５時１．２７２０
－３０ドル）、１ユーロ＝１４９円２４－３４銭（同１４９円４１－５１銭）。

三菱東京三菱東京ＵＦＪＵＦＪ銀行直物為替公表建値　10/31銀行直物為替公表建値　10/31
（単位円、韓国ウォン・INDONE ﾙﾋ ｱ゚は100 単位あたり）

ＴＴＳ ＴＴＢ Ａ／Ｓ ＴＴＳ ＴＴＢ Ａ／Ｓ
米ドル 118.70 116.70 116.33 カナダドル 106.15 102.95 102.65
ユーロ 151.10 148.10 147.71 英ポンド 227.65 219.65 218.92
ｽｲｽﾌﾗﾝ 95.09 93.29 93.10 ﾃﾞﾝﾏｰｸｸﾛｰﾈ 20.37 19.77 19.71
ﾉﾙｳｪｰｸﾛｰﾈ 18.21 17.61 17.56 SWEDEN ｸﾛｰﾅ 16.63 15.83 15.79
豪ドル 92.52 88.52 88.20 ＮＺドル 80.34 76.34 76.02
中国人民元 --- --- --- 香港ドル 15.57 14.71 14.66
ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞ --- --- --- ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ＄ 76.12 74.46 74.27
ﾒｷｼｺﾍﾟｿ 11.92 9.92 --- タイバーツ 3.27 3.11 3.09
ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ 2.78 2.48 --- ﾊﾟｷｽﾀﾝﾙﾋﾟｰ 2.11 1.81 ---
KW ﾃﾞｨﾅｰﾙ 415.97 399.97 --- ｻｳｼﾞﾘﾔﾙ 32.24 30.64 30.53
UAE ﾃﾞｨﾙﾊﾑ 32.78 31.42 31.30 ｶﾀｰﾙﾘﾔﾙ 33.07 31.71 ---
韓国ウォン 12.67 12.27 --- INDONE ﾙﾋﾟｱ 1.41 1.17 ---
ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾍﾟｿ 2.51 2.23 --- 南ｱﾌﾘｶﾗﾝﾄﾞ 17.19 14.19 ---
ﾁｪｺｺﾙﾅ 5.42 5.18 --- 露ルーブル 4.65 4.15 ---
HUNG ﾌｫﾘﾝﾄ 0.59 0.55 --- POLAND ｽﾞﾛﾁ 39.71 37.31 ---
ｽﾛﾊﾞｷｱｺﾙﾅ 4.32 3.92 ---  

（注）ｲﾝﾄ゙ ﾙﾋﾟー ､INDONE ﾙﾋ ｱ゚､ ﾌｨﾘﾋ ﾝ゚ﾍ゚ ｿ ､ ﾊ ｷ゚ｽﾀﾝﾙﾋﾟー のＴＴＢは参考相場
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アジア主要市場の株価指数アジア主要市場の株価指数（31日31日、カッコ内は前営業日比カッコ内は前営業日比）
上海Ｂ株 107.575(+1.247) シンガポールＳＴ５５種 2701.75(+10.15)
深センＢ株 337.92(+5.39) クアラルンプール総合 988.30(+2.23)
香港・ハンセン 18324.35(+26.80) マニラ総合 2708.50(+0.31)
台湾加権平均 7021.32(+26.12) インドネシア総合 1582.626(+2.437)
ソウル総合 1364.55(+8.44) バンコクＳＥＴ 722.46(+3.72) 

続伸＝大型株続伸＝大型株、航空株が高い航空株が高い〔上海上海・深セン株式深セン株式〕（３１〕（３１日）
　【上海３１日ロイターＥＳ＝時事】３１日の上海・深セン株式市場の株価は続伸、終値ベースで５年ぶりの高
値で引けた。四半期決算シーズンが予想外に好調な内容で幕を閉じたことが背景。
　外貨建てＢ株と人民元建てＡ株の両方をカバーする上海総合株価指数は２８．３３７ポイント（１．５７％）
高の１８３７．９９３で終了した。

東証出来高東証出来高・指数指数（３１（３１日、平均株価単位＝円平均株価単位＝円）
　　　　　第 １ 部                           　 　　　        第 ２ 部
指　　　数　  1,617.42(  -3.23)              指　　　数　  4,173.88(  ＋19.26)
出来高概算　163,311万株                     出来高概算　  5,419万株
日経平均　　 16,399.39( ＋47.54)

新聞各紙から

東京各紙朝刊東京各紙朝刊（１（１日）
【１面トップ】
〔朝日〕〔毎日〕〔読売〕〔日経〕〔産経〕〔東京〕北朝鮮「６カ国」復帰　無条件、月内にも　非公式会合、米中
と合意　金融制裁で新部会設置、協議は難航必至▽米大統領「制裁は継続」▽「協議再開を歓迎」　塩崎官
房長官▽不信抱え６者再開　北朝鮮「金融」で動く？　米、選挙にらみ硬軟両様　中国ひとまず安堵▽政府、
北の姿勢見極めへ　緊密連絡、核放棄迫る▽米、包囲網弱体化を警戒▽北「核保有」前面に交渉▽韓国政
権に朗報　融和路線維持に希望▽チャンス生まれた　ロシア外務次官

【他の１面独自記事】
◆国立大推薦入試の履行不足対応　願書「補習が前提」▽生徒安堵と不満　負担減よかった／不公平だ／
今さらという感じ　本社緊急調査（毎日）
◆神奈川中央バス　飲酒乗務員７３人処分　過去３年、運行前検査で発覚（東京）
◆林道整備談合疑惑　機構側、証拠隠滅指示か　担当理事ら受注調整（東京）

【共通ニュース】
◆未履修卒業生は不問　文科省方針　必修逃れ４６１校▽補習上限一律７０回案、公明反発　５０回の軽減
案も▽補習始めようにも…　先生いない、校長自ら教壇に　採用予定者前倒しも
◆損保大手６社　第３分野不払い１２億円　５年間で４３６５件　金融庁、処分へ▽ずさん体質また露呈　ト
ップ進退に発展も　金融庁、悪質なら厳しく対応
◆松下製食洗機発火４件　１５万台、無料で部品交換
◆首相「任期中に改憲」　９条含め意欲、米英メディアに
◆格差、４８選挙区で２倍超　衆院「９」から急増、最大２．２倍に拡大
◆岐阜中２自殺　「いじめが原因」校長謝罪　名指し４人の両親も
◆姉歯被告に５年求刑　耐震偽造「刑事責任自覚欠く」　東京地裁公判
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【日経】
◆展望リポート　物価上昇幅次第に拡大　利上げ巡り日銀総裁「遅くも早くもなく」(1)
◆オリンパス製品のソフト　日本ＩＢＭに開発委託　コスト半分程度に (1)
◆求人増でも改善足踏み　失業率９月４．２％　「若者」「地方」が壁に　企業と条件かみ合わず (5)
◆雇用保険　国庫負担全廃を　財政審、潤沢な積立金理由に (5)
◆９月の景気先行指数　３カ月連続５０％割れへ　在庫率上昇や求人減で (5)
◆明星食品、防衛戦手探り　米系ファンドＴＯＢに「反対」　独自路線か白馬の騎士か、大株主と折衝 (11)
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